
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 県税の収入及び県民の税負担の 

状況等 
 

 

 

 

 

県の行政経費については、県税等を通じて、県民の皆様に負担してい

ただいています。 

ここでは、一般会計歳入のうち、県民の皆様に納めていただいている

県税について、収入の状況、県民１人当たりの税負担額、県民所得に対

する割合等を説明いたします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 4 県税の収入及び県民の税負担の状況等        

1 県税の収入状況 
令和６年（2024 年）３月 31 日現在の県税収入は、図 1のとおりです。 

総額は、1,622 億 10 百万円で、所得金額の増加による個人県民税の増等により、前年度に比べ

て 1億 24百万円(0.1%）の増収となっています。 

税目別では、個人県民税 17 億 66 百万（4.9%）の増、自動車税（取得時課税）4 億 23 百万円

（33.7%）の増となっています。 

なお、詳細については、付表 6（42 ページ）のとおりです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

※「水とみどりの森づくり税」は、個人県民税及び法人県民税に超過課税されており、 

令和 4年度（2022 年度）決算における収入は 531 百万円でした。 

＊令和４年度（2022 年度）分も、令和５年度（2023 年度）との比較のため、令和 5 年（2023 年）３月 31 日現在を記載しています。 

＊図１の数字は、表示単位未満を四捨五入したものです。 

図 1　県 税 の 収 入 状 況
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（図1の数字は表示単位未満を四捨五入したものです。）



 

2 県民の税負担の状況 

県民の税負担状況は、表 1及び図 2のとおりです。 

令和４年度（2022 年度）の本県の県民 1人当たりの県民所得（およそ 2,854 千円）に対する税

負担率は 18.1%であり、その内訳は国税 9.6%、地方税 8.5%（県税 3.5%、市町村税 5.0%）です。

これを県民 1人当たりの税負担額にしてみますと、517,166 円となり、前年度に比べて 30,042 円

(6.2%)の増となっています。 

 

【参考】令和４年度（2022 年度）の全国平均 

令和４年度（2022 年度）の国民 1人当たりの国民所得（およそ 3,340 千円）に対する税負担率

は 29.4%であり、その内訳は国税 18.7%、地方税 10.8%（都道府県税 5.1%、市町村税 5.7%）です。

国民 1人当たりの税負担額 983,393 円です。 

 (注）1 全国の国民所得及び税負担率は、令和６年版地方財政白書によります。 

   2 全国の人口は、令和５年（2023 年）１月１日現在の住民基本台帳によります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】令和６年度（2024 年度） 主な税制改正の概要 
令和６年度（2024 年度）の地方税に係る税制改正の主な内容は以下のとおりです。 

 

１ 定額減税 

  〇 令和６年度分の個人住民税所得割額から、納税者及び配偶者を含めた扶養家族１人につき

１万円の減税を実施 

 

 ２ 外形標準課税の適用対象法人の見直し 

（１）減資への対応 

  ○ 外形標準課税の対象法人について、現行基準（資本金１億円超）を維持した上で、当分の 

間、前事業年度に外形標準課税の対象であった法人であって、当該事業年度に資本金１億円 

以下で、資本金と資本剰余金の合計額が 10 億円を超えるものは、外形標準課税の対象とす 

る。 

（２）100％子法人等への対応 

  〇 資本金と資本剰余金の合計額が 50 億円を超える法人等の 100％子法人等のうち、資本金

１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超えるものは、外形標準課税の対象

とする。 

 

※ 令和６年度（2024 年度）税制改正の詳細については、総務省ホームページ等をご覧ください。 
 

 

 

 

（注）１ 県民人口は「熊本県統計年鑑（世帯数及び人口の推移）」によります。 

    ２ 各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合があります。 



 

 
 
 
 

 

地方消費税率引上げ分に係る増収分は、その全額を社会保障関係経費に充当していま

す。 

 １ 引上げ分の地方消費税収  約２３９億円（Ｒ６当初） 

①  地方消費税（県税として直接収入）         ３１２億円 

②  都道府県からの清算金収入             ８７３億円 

③  都道府県への清算金支出              ３０７億円  

④  清算後の地方消費税（①＋②－③）         ８７８億円 

⑤  引上げ分の地方消費税収                        

（④×１２／２２）                ４７９億円             

   ⑥ 市町村への交付金（⑤×１／２）          ２４０億円 

※ 地方消費税率引上げ分に係る増収額（⑤－⑥）    ２３９億円 

 

 ２ 社会保障関係経費  約１，４５７億円（うち一般財源１，２８６億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「子どものための教育・保育給付費」の増減額は、平成 25 年度（2013 年度）の「市町村に係る 

保育所運営費の負担金」と比較 

 《引き上げ分の地方消費税収と社会保障関係経費》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本地震をはじめ、全国的に災害が頻発していることを踏まえ、平成 29 年度（2017 年度）税

制改正において、これまでの災害減免法等の規定に加え、災害に対応するための税制上の措置が

常設化されています。熊本地震のみならず、今後の災害の際にも適用される可能性がありますの

で、最寄りの税務署又は県広域本部税務担当課にご確認ください。 

【常設化された主な措置】 

《国税》 

∇所得税 ：被災家屋に係る住宅ローン控除の継続適用 

∇法人税 ：損失の繰戻し還付、被災代替資産に係る特別償却 

∇資産税 ：相続税等における評価基準等の特例、登録免許税の免税、 

印紙税の非課税、事業承継税制の要件緩和 

∇消費課税：課税事業者選択届出書の提出の特例、被災車両に係る自動車重量税の特例 

《地方税》 

∇個人住民税：被災家屋に係る住宅ローン控除の継続適用 

∇固定資産税：被災代替不動産、償却資産の特例 

 

 なお、適用される災害の範囲や、特例等の詳細な内容については、最寄りの税務署又は市町村

税務担当窓口にお問い合わせください。 

 

災害に関する税制上の対応について（平成 29年度（2017 年度）税制改正

分） 

【主な事業の予算額と増減額】 （単位：億円）

総 額 一般財源 総 額 一般財源

介護給付費県負担金交付事業 272 272 49 49

後期高齢者医療給付費負担金 252 252 47 47

子どものための教育・保育給付費 146 146 99 99

障害福祉サービス費等負担事業 115 115 43 43

国保基盤安定負担金 69 69 12 12

生活保護費 39 10 8 2

地域医療介護総合確保基金積立金 31 9 31 9

障害児施設給付等支給・障害児施設措置事業 56 50 49 47

社会保障関係経費 計 1,457 1,286 319 314

事 業 名
令和6年度当初予算額 平成25年度当初予算との増減額


